
2023年主要文献目録 (2023年刊行の文献を掲載対象としている)

国際私法

著書
井原 宏 国際取引法講義 大学教育出版
井原 宏 国際取引法入門 信山社
遠藤 正敬 戸籍と国籍の近現代史——民族・血統・日本人＜新版＞ 明石書店
大谷 美紀子、大谷 和彦、伊藤 崇、橘高 真
佐美、皆川 涼子

渉外相続の実務：在外資産・在外国人・在外日本人 青林書院

外国法制研究会 国際養子縁組法制をめぐる現状分析と課題 寿郎社
海事法研究会（編） 海事法＜第12版＞ 海文堂出版
佐野 寛 国際取引法　第5版 有斐閣
竹下 啓介 基礎・国際私法：三酔人国際私法問答 日本評論社
多田 望、北坂 尚洋（編） ベーシック国際取引法 法律文化社
道垣内 正人、中西 康、竹下 啓介、中村 知
里

判例百選で学ぶ国際私法 有斐閣

中野 俊一郎 国際仲裁と国際私法 信山社

梶村 太市
裁判例からみた「子の奪い合い」紛争の調停・裁判の実務——子引渡請求訴訟・人身保護請求・子引渡請求審判・
ハーグ
条約子返還請求＜第2版＞

日本加除出版

山内 惟介 気候危機と国際私法 中央大学出版部
山内 惟介 憲法と国際私法：基礎理論と児童婚規制 中央大学出版部
Dai Yokomizo, Yoshizumi Tojo, Yoshiko
Naiki (eds.)

Changing Orders in International Economic Law: A Japanese Perspective, Volumes  1-2 Routledge

論文
[国際私法](一般・総論)
伊藤 敬也 国際私法の私化と地球公共財の保護(1)〜(2)――レーマンの構想と牴触法の政治理論との相剋 青法64.4,65.1
笠原 俊宏 北欧諸国における国際私法の法典化(3)(4)――スウェーデン＜外国法邦訳＞ 戸時836,837
笠原 俊宏 北欧諸国における国際私法の法典化(5)――アイスランド＜外国法邦訳＞ 戸時839
笠原 俊宏 北欧諸国における国際私法の法典化(6)――ノルウェー＜外国法邦訳＞ 戸時840
笠原 俊宏 北欧諸国における国際私法の法典化(7完)――デンマーク＜外国法邦訳＞ 戸時841
笠原 俊宏 北マケドニア共和国の新しい国際私法（2021年2月18日施行）の邦訳と解説（1）〜（4完）＜外国法邦訳＞ 戸時842,843,844,846
孫 彦 渉外契約の準拠法　（中国における紛争解決の基本と実務16） JCA70.9
齋藤 彰 グローバル化するビジネスと腐敗行為防止の法戦略：公共政策促進に向けた抵触法学の課題 国際私法25
櫻田 嘉章 シュニッツァーの連結理論(1)〜(2) 甲南ロー19,20
佐々木 彩 インドネシア国際私法の諸相――婚姻に関する諸問題 現代社会研究20
高橋 宏司 暗号資産の物権問題と国際私法：日本法の観点も含めて 同法74.7
高橋 宏司 分散台帳を用いた権利の「トークン化」に関する国際私法問題 国際私法25
竹下 啓介 メタバースと国際私法：序論的検討＜テクノロジーと法理論＞ YOL2301001

＊国際法、国際私法の雑誌名は原則として法律編集者懇話会のものを使用した。略語表は『法律関係８学会共通会員名簿』又は『法律時報』95巻13号（2023年12月）を参照。



道垣内 正人 彼我の正義と国際私法

須網隆夫、中川淳司、古谷
修一（編）『国際経済法の現
代的展開ーー清水章雄先生
古希記念』（信山社、2023）

トビアス ルッチ,  川村 尚子（訳） デジタル時代の国際私法＜翻訳＞ 国学院61.1
楢崎 みどり 気候変動訴訟と国際私法：Royal Dutch Shellに対するハーグ地裁判決の検討 国際私法25
根本 洋一 法律行為の方式準拠法としての成立準拠法：法律行為の構造と国際私法 横法31.3
野村 秀敏,  今野 裕之（監） 倒産債務者のした第三者弁済と否認の準拠法 際商51.4
森 勇 コモンウェルス・コモンローに於ける相互参照機能に関する一考察：統一私法の検討への一助として 際商51.7
横溝 大 相続税・贈与税をめぐる紛争と準拠法 日税83

Hiroo Sono The Impact of Regional Integration on Global Harmonisation of Private Law

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 1 (Routledge, 2023)

Mari Nagata International Aspects of Data Protection Law: A Private International Law Perspective

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 2 (Routledge, 2023)

Yuko Nishitani, Giuditta Cordero-Moss The Recueil des Cours and Private International Law

100th Anniversary of the
Hague Academy of
International Law (The
Hague Academy of
International Law, 2023)

Yuko Nishitani  ‘Business and Human Rights’ from Global and Asian Perspectives

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 1 (Routledge, 2023)



Koji Takahashi Conflict of Laws in the Proprietary Restitution of Blockchain-based Crypto-Assets

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 2 (Routledge, 2023)

Keisuke Takeshita Freedom and Party Autonomy in Private International Law: Party Autonomy as an Empowerment of Private Persons

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 2 (Routledge, 2023)

(国籍・戸籍・外国人法)
青木 清 韓国・朝鮮人の本国法 南山46.3-4

(取引・財産)

尾島 明
絵画の所有権の帰属をめぐる民事裁判で外国等の主権免除がされない場合における準拠法の決定方法（合衆国最
高裁2022年4月21日判決）

ひろば76.8

加藤 紫帆 人権デュー・ディリジェンスの促進と抵触法 法時95.1
セレナ フランコ 営業秘密侵害の準拠法：EUの契約外債務の準拠法に関するローマII規則をめぐる議論を参考に 法政論究137
藤澤 尚江 債権譲渡準拠法に関するEUとUNIDROITの動向 筑波ロー35

横溝 大 ブロックチェーンに関する抵触法的考察

千葉恵美子（編著）『デジタル
化
社会の進展と法のデザイン』
（商
事法務、2023）

Shiho Kato Resolution of Islamic Financial Disputes under Private International Law in Japan

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 1 (Routledge, 2023)



Yuko Nishitani Koloniale Raubkunst und Identität der Nation

Keiichi Aizawa and
Japanisches Kulturinstitut K
öln (ed.), Gemeinsame
Herausforderungen. Ein
aktueller Blick auf den
deutsch-japanischen
Wissenschaftsaustausch
anhand von Beiträgen aus
den Ringvorlesungen 2021
und 2022 (Iudicium, München
2023)

(知的財産)
中山 茂、古西 桜子、近藤 僚子 知的財産権の帰属，準拠法・紛争解決方法等　（ＩＴサービスにおける「利用規約」作成のポイント５） ビジネス法務23.4

(親族・相続)
岩本 学 国際代理懐胎と親子関係の承認 国際私法25
加藤 美月 オーストリア国際私法における特別寄与料請求権 国際私法25
セルバラットナム ダニエル アメリカ抵触法における未成年婚姻の課題：Wilkins v. Zelichowski事件の検討 中大院52
西谷 祐子 グローバル化の中で国際家族法と人権規範との協働：欧州における法規範の多元性をめぐって 論叢192.1-6

(国際的な子の奪取の民事上の側面に関
する条約)
武田 昌則 ハーグ子奪取条約に基づく米国に対する日本国返還援助申請に関する代理人活動の現状と課題 国際私法25
田中 美穂 ハーグ子奪取条約とドメスティック・バイオレンス 近法70.2,3,4
長田 真里 国際条約は世界を規律するか？（特集）（3）ハーグ子奪取条約 法教520
西谷 祐子 国際的な子の連れ去りと家事調停及びメディエーション 仲裁とADR18
メフメット アーキフ ポロイ,  織田 由基子（監
訳）,  佐藤 やよひ（訳）

国際的な子の奪取に関するハーグ条約のトルコ法における実施及び国際的な親による子の奪取紛争に関連するト
ルコ憲法裁判所判決

関法72.6

渡辺 惺之 ハーグ子奪取条約における常居所とその判断(2)――Ｍｏｎａｓｋｙ判例及び新生児の常居所について 阪法72.6
渡辺 惺之 ハーグ条約実施法117条の返還決定取消裁判の特徴と問題 国際私法25

Yuko Nishitani International Child Abduction in Asia

Marilyn Freeman and Nicola
Taylor (eds.), Research
Handbook on International
Child
Abduction (Elgar, 2023)

[国際取引法](一般)
伊達 竜太郎 アンシトラル動産担保モデル法の概要と実務的課題 沖国47
上原 拓哉 Eコマースの海外展開における留意点 ジュリ1586
加藤 紫帆 インターネット上の情報のグローバルな削除を命じる差止命令 国際122.3
加藤 格 サプライチェーンにおけるＦｏｒｃｅ　Ｍａｊｅｕｒｅ——石油・天然ガス取引を参考にした一考察 際商51.5
駒田 泰土 デジタル単一市場指令における公正報酬原則 国際著作権法研究1
駒田 泰土 独仏法における公正報酬原則の素描（シンポジウム 著作権法における契約法） 著作権研究48
駒田 泰土 NFT商品と不正競争防止法2条1項3号 年報知的財産法2023-2024



平野 温郎、前田 絵理 グローバルコンプライアンス体制の「実効性評価」の考え方 際商51.2
不破 茂 「ビジネスと人権」国連指導原則第３の柱（救済へのアクセス）と多国籍企業の直接責任～EU及び英国法～ 際商51.10
堀口 宗尚 海外プロジェクトファイナンス案件における融資契約とEPC契約 際商51.6
松嶋 希会、浅尾 昇太,  赤川 圭（監） 海外紛争解決トレンド(36)——国際的な対立が生じた際の商取引契約　ロシアによるウクライナ侵攻を例に JCA70.5
森下 哲朗 経済制裁に関する法的課題 立教109
山路 洋 契約における責任上限条項に関する比較法的考察 際商51.11

(CISG)
石田 裕敏 国際物品売買契約に関する国連条約（ＣＩＳＧ）74条の損害賠償の範囲――予見可能性に関する合理性原則 姫路66
志馬 康紀 ＤＣＦＲとＣＩＳＧにおける「契約の解釈」の構造について 際商51.7

(金融・証券・債権譲渡)
藤田 友敬 電子的船荷証券（特集　アントワープ国際会議） 海法会誌66

Hiroo Sono
The Effectiveness of International Legal Harmonization through Soft Law (with a Forcus on the UCP600): National
Report for Japan

ICCLP Publications No.16,
2023

Takuya Yoshizawa The Impact of InsurTech on the Legal Treatment of Crossborder Insurance Transactions by Telecommunications 

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 2 (Routledge, 2023)

(法人・会社)
菰口 高志 危機時に現地国にいる社員に対する企業の義務と対応：準拠法と安全配慮義務の観点から ジュリ1591

[国際民事手続法](一般)

粟津 光世
中国最高人民法院が，標準必須特許訴訟の裁判管轄は「深圳市中級人民法院」にあるとして管轄異議の上訴を棄
却したケース――シャープｖｓ．ＯＰＰＯ広東移動通信：ＳＥＰ訴訟の管轄異議事件　（中国商事紛争解決の理論と実務
３３）

JCA70.2

嶋 拓哉 外国人による内国不動産の物的権利の取得に関する一考察――国際民事手続法の視点を中心に据えて JCA70.4
白木 敦士 米国における域外民事証拠収集法制の発展 早論7

竹下 啓介
国境を越える紛争の解決と司法のIT化 : 渉外事案についての民事裁判におけるITの利用可能性—創立70周年記念
号　特集 司法のIT化 ; 司法のIT化

法の支配208

早川 吉尚 ＩＳＯにおけるＯＤＲ国際規格の策定 JCA70.5
野村 秀俊,  今野 裕之（監） 二重の執行認可状と公序によるその制限 際商51.11
馮 茜 訴訟差止命令に関する中国の裁判実務 : シャオミvs.インタデジタル事件 JCA70.1
村上 幸隆 中国民事訴訟法2023年改正——渉外関係規定について JCA70.12



Yoshihisa Hayakawa Rule-Making Dynamics on Anti-Doping in Sport – based on the Valieva Case in 2022

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 2 (Routledge, 2023)

Takami Hayashi Cross-Border Consumer Protection in Japan

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 2 (Routledge, 2023)

Midori Narazaki Transboundary Environmental Damage

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 1 (Routledge, 2023)

(裁判権・国際裁判管轄)
飯塚 卓也 営業秘密関連訴訟の国際裁判管轄・準拠法 ジュリ1590
岩本 学 ＥＵにおける流通市場での投資損害と国際裁判管轄 際商51.2
エルバルティ ベリーグ 世界の外国判決の承認・執行制度——理論と実務の観点から(13)アラブ首長国連邦(United Arab Emirates）（上） JCA70.7
エルバルティ ベリーグ 世界の外国判決の承認・執行制度——理論と実務の観点から(14)アラブ首長国連邦(United Arab Emirates）（中） JCA70.8
エルバルティ ベリーグ 世界の外国判決の承認・執行制度——理論と実務の観点から(15)アラブ首長国連邦(United Arab Emirates）（下） JCA70.9
太田 勝造 裁判管轄合意・仲裁合意の「地の利」評価が示唆するAI支援システムに対する人々の態度 法論95.6

釜谷 真史
競争法上の私訴についての国際裁判管轄に関するヴィキンガーホフ事件の概要（2・完）：ドイツ連邦通常裁判所によ
る欧
州司法裁判所の付託に至るまで

西南55.3

釜谷 真史
ブリュッセルIa規則における「契約」と「不法行為」の関係⑴--競争法上の私訴に関するヴィキンガーホフ事件判決
（欧州司法裁判所2020年11月24日判決）を題材にーー

西南56.1

金 汶淑 韓国の新しい国際裁判管轄について：2022年国際私法の改正 甲法63.3-4
竹下 啓介 日本国外からの手続参加と国家主権――国家管轄権の行使と私人の意思との関係性 法時1195
中村 進 ブリュッセルIa規則における消費者保護規程とターゲティング論：第17条１(c)におけるターゲティング基準について 日法88.4
芳賀 雅顯 ハーグ管轄合意条約およびハーグ判決条約の意義と日本の批准の可能性 国際私法25

Naoshi Takasugi International Jurisdiction and Governing Law in Tort Cases in Japan
ICCLP Publications No.16,
2023



(訴訟競合・判決の承認・司法共助)
安達 栄司 財産関係事件に関する外国裁判の承認執行制度の現状と課題 国際私法25
岩本 学 国際代理懐胎と親子関係の承認 国際私法25

北坂 尚洋
家族関係事件に関する外国裁判の承認：離婚に伴う親権者指定等に関する外国裁判の承認、および外国養子縁組
決定
の承認における断絶効等の取扱いについて

国際私法25

竹下 啓介 ハーグ国際私法会議・判決条約へのEUの加入 EU法研究14
手塚 裕之 外国裁判所の判決の承認・執行を巡る実務上の諸問題 国際私法25
中野 俊一郎 外国執行行為の承認－最高裁令和3年5月25日判決を契機として－ JCA70.1
西村 優子 2019年ハーグ判決条約における不動産所在地の専属管轄の射程：欧州司法裁判所先決裁定を参考に 国際私法25

芳賀 雅顯
フランスで下された判決につき，外国判決承認要件としての公序に反しないとされ，また，相殺の抗弁が認めら
れないとして，わが国での執行が認められた事例（令和4.5.25東京地判）

JCA70.7

芳賀 雅顯 国際訴訟競合の段階的規律の可能性――ブリュッセル（Ia）規則における手続中止規定からの示唆 慶応ロー50

菱田 雄郷 2019年ハーグ判決条約の日本における意義：消費者契約に関する訴訟に係る判決の承認・執行を中心に

沖野眞巳、丸山絵美子、水
野紀子、森田宏樹、森永淑
子（編）『これからの民法・消
費者法（II）河上正二先生古
稀記念』（信山社、2023）

馮 茜 中国判決の英国法による承認可能性のみによって、互恵関係を認め、英国判決を承認した事例 (中国案例百選313) 際商51.3

Nozomi Tada
Introducing Information Technology to the Japanese Code of Civil Procedure and Cross-Border Service of Process
and
Examination of Evidence

Dai Yokomizo, Yoshizumi
Tojo and Yoshiko Naiki
(eds.), Changing Orders in
International Economic Law
(30th Anniversary of the
Japan Association of
International Economic Law),
Vol. 2 (Routledge, 2023)

［国際ADR］（一般）
池田 辰夫 プライム国際仲裁・調停の構図——パンデミックをどう乗り越えるか JCA70.2
大貫 雅晴 仲裁と調停の連結 JCA70.7
工藤 敏隆 パリ調停仲裁センター（ＣＭＡＰ）における調停手続 JCA70.11
臧 晶 中国における国際商事調停の現状 際商51.11
高取 芳宏、大橋 創 国際仲裁・調停の活性化に向けた法改正と対応ポイント 会社法務A2Z196
谷川原 淑恵,  赤川 圭（監） ＷＩＰＯ仲裁調停センターの新たな紛争処理手続制度とライフサイエンス分野における活用 JCA70.4
中村 達也 国際商事紛争の解決に用いられる仲裁と調停の連結に関する諸問題 国経法32
福田 敦、藤田 直規、河原 崇人、吉川 慶 調停による国際的な和解合意に関する国際連合条約の実施に関する法律 NBL1245

（国際商事仲裁)

阿部 隆徳
仲裁合意の成立を認めて妨訴抗弁により特許実施料請求を却下した事例――被告側の対処法と原告側のリスク軽
減策（平成17.10.21東京地判，平成18.2.28知財高判）

JCA70.10

伊藤 貴司、中村 豊 ドコモ・タタのインド国際仲裁案件の経緯と総括 NBL1247

井上 葵 契約審査担当者のためのアドバンス仲裁条項1〜8完
NBL1235,1237,1239,1241,124
3,1245,1247,1249

井上 泰人 有効な仲裁合意の存否をめぐる外国裁判所と外国仲裁廷の判断の齟齬について 仲裁とADR18



小倉 隆 仲裁地としての香港再考——香港の現代的役割 JCA70.4
園尾 隆司 元裁判官から見た3種の仲裁手続 JCA70.5
梶田 幸雄 中国仲裁法改正の動向と実務への影響 新報130.1-2
梶田 幸雄 中国国際商事仲裁における暫定措置 新報130.3-4

梶田 幸雄
中国仲裁法と渉外仲裁合意の準拠法ー中軽三聯国際貿易有限公司 v. Tata International Metals(Asia)Co.,Ltd.事件
と最近の動向

新報130.5-6

梶田 幸雄 中国国際商事仲裁における並行的手続と訴訟差止命令 新報130.11-12
梶田 幸雄 国際仲裁における第三者資金提供 比雑57.2
カーラ ハワード ヘンリー ラウ 国際仲裁における消滅時効 JCA70.9

クライブ ロイ,  赤川 圭（翻、監） 海外紛争解決トレンド(37)——香港国家安全維持法の香港仲裁に与える影響について JCA70.7
児玉 実史 米国の裁判所において紛争解決をJCAA仲裁で行うよう命じられた事例 JCA70.11

酒井 一

国際商事仲裁ＡＤＲ文献紹介(43)——Ｌｏｕｋａｓ　Ａ．　Ｍｉｓｔｅｌｉｓ　；　Ｇｉａｍｍａｒｃｏ　Ｒａｏ，　Ｔｈｅ　Ｊｕｄｉｃｉａｌ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎ　ｔ
ｏ　ｔｈｅ　Ａｒｂｉｔｒａｔｏｒ’ｓ　Ｄｉｌｅｍｍａ　：　Ｄｏｅｓ　ｔｈｅ　‘Ｅｘｔｅｎｓｉｏｎ’　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｒｂｉｔｒａｔｉｏｎ　Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ　ｔｏ　Ｎｏｎ−Ｓｉ
ｇｎａｔｏｒｉｅｓ　Ｔｈｒｅａｔｅｎ　ｔｈｅ　Ｅｎｆｏｒｃｅｍｅｎｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｗａｒｄ？，　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ａｒｂｉｔｒａｔｉｏｎ
　Ｖｏｌ．３９　Ｉｓｓｕｅ３，　２０２２，　ｐｐ．３５１−３６４

JCA70.11

高杉 直 国際商事仲裁ADR判例紹介（29） JCA70.1

高杉 直
国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(33)――Ｊｏｎｅｓ　Ｄａｙ　ｖ　Ｏｒｒｉｃｋ，　Ｈｅｒｒｉｎｇｔｏｎ ＆　Ｓｕｔｃｌｉｆｆｅ事件［第9巡回控訴裁判
所2022年8月1日判決］

JCA70.6

高杉 直 国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(37)――Ｐａｙｗａｒｄ　ｖ　Ｃｈｅｃｈｅｔｋｉｎ JCA70.11
立石 孝夫 国際商事契約の法と心理学IV（2・完）：仲裁手続の非効率性を量子論で解く 際商51.3
谷口 紗智子、ジョシュア Ｍ ベネット、城雲
図 勉

日本企業が国際仲裁で通訳を活用するために検討しておくべき事項 JCA70.6

ドー　ホアン ソン,  赤川 圭、佐藤 誠高（監） 海外紛争解決トレンド(39)――ベトナム仲裁の発展 JCA70.11

長田 真里
国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(31)——アメリカ合衆国連邦最高裁判所2022年5月23日判決（Ｍｏｒｇａｎ　ｖ．Ｓｕｎｄａｎｃｅ，
Ｉｎｃ．　１４２　Ｓ．　Ｃｔ．　１７０８　〔２０２２〕）　仲裁を求める権利の放棄にかかる要件が問題とされた事例

JCA70.3

長田 真里

国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(35)――マネーロンダリングへの関与が強く疑われる当事者への損害賠償の支払いを
命じた，フランスを仲裁地とした仲裁判断を，国際公序違反を理由に取り消したフランス破毀院２０２２年３月２３日判
決　’Ｍ．　Ｂｅｌｏｋｏｎ　ｖ．　Ｒ é ｐｕｂｌｉｑｕｅ　ｄｕ　Ｋｉｒｇｈｉｚｉｓｔａｎ，Ｃｏｕｒｔ　ｏｆ　Ｃａｓｓａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｆｒａｎｃｅ，　Ｆｉｒｓｔ　Ｃｉｖｉｌ
Ｌａｗ　Ｃｈａｍｂｅｒ，　Ａｒｒ ê ｔ　ｎ゜　３３８　ＦＳ－Ｐ＋Ｂ，　ｐｏｕｒｖｏｉ　ｎ゜　１７－１７．９８１，　２３　Ｍａｒｃｈ　２０２２’，　Ｒｅ
ｖｕｅ　ｄｅ　ｌ’Ａｒｂｉｔｒａｇｅ，　２０２３，　Ｖｏｌｕｍｅ　２０２２　Ｉｓｓｕｅ　３，　ｐｐ．　９４５－９５１

JCA70.8

中谷 和弘 ガス価格に関するＡｔｌａｎｔｉｃ　ＬＮＧ仲裁 JCA70.5
中野 俊一郎 国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(30)——ＢＧＨ，　Ｂｅｓｃｈ．　ｖ．　２３．７．２０２０，　ＳｃｈｉｅｄｓＶＺ　２０２１，４６ JCA70.2

中野 俊一郎
国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(34)――ＯＬＧ　Ｋａｒｌｓｒｕｈｅ，　Ｂｅｓｃｈ．　ｖ．　８．１０．２０２１，　ＳｃｈｉｅｄｓＶＺ　２０２２，
　２９１

JCA70.7

中野 俊一郎
国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(38)――ＢＴＳ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ，　ａ．ｓ．　ｖ．　Ｓｌｏｖａｋｉａ，　ＥＣｔＨＲ　Ｃａｓｅ　５５６１７／１７，
　Ｊｕｄｇｍｅｎｔ　ｏｆ　３０．６．２０２２

JCA70.12

長谷部 由起子 法人を当事者とする仲裁合意の効力が当該法人の代表者にも及ぶとされた事例（令和4.6.1東京地判） JCA70.10

八田 卓也
国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(32)——Ｔｒｉｂｕｎａｌ　Ｃｏｎｓｔｉｔｕｃｉｏｎａｌ　（Ｐｌｅｎｏ）　Ｓｅｎｔｅｎｃｉａ　１／２０１８　ｄｅ　１１
ｅｎｅｒｏ　ｄｅ　２０１８　（憲法裁判所大法廷判決１／２０１８，２０１８年１月１１日）

JCA70.5

八田 卓也
国際商事仲裁ＡＤＲ判例紹介(36)――ＢＧＨ　ＶＩＩ．　Ｚｉｖｉｌｓｅｎａｔ．　Ｂｅｓｃｈｌｕｓｓ　ｖｏｍ　２６．　Ｊａｎｕａｒ　２０２２．　ＶＩＩ
　ＺＢ　１９／２１，　ＢＧＨＺ　２３２，　３６４

JCA70.10

藤野 将生 パキスタンにおける商事紛争の解決――近時の外国仲裁判断の執行に関する裁判例を中心に JCA70.11
松嶋 希会、浅尾 昇太,  赤川 圭（監） 海外紛争解決トレンド(36)——国際的な対立が生じた際の商取引契約　ロシアによるウクライナ侵攻を例に JCA70.5

松本 亮
仲裁合意の有効性――紛争解決方法として仲裁と訴訟を定めた場合であっても，先後関係が明らかであるとして
仲裁合意の有効性を認めた案例

JCA70.11



村上 政博 国際商事仲裁と競争法・独占禁止法　（独占禁止法の新潮流47） 際商51.4

山口 敦子
合衆国法典第28編第1782条と仲裁廷 一ZF Automotive US, Inc. v. Luxshare, Ltd., 142 S. Ct. 2078 (2022) を中心に
一

名城73.1

横溝 大 国際商事仲裁における強行的適用法規の取扱い 仲裁・ADRフォーラム 8
横溝 大 「ビジネスと人権に関する指導原則」と仲裁 法時95
和氣 礎 仲裁人補助者（Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｖｅ　Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ）の役割と活用上の留意点 JCA70.7

Dai Yokomizo
International Commercial Arbitration and Public Interests: Focusing on the Treatment of Overriding Mandatory
Rules

Japan Commercial
Arbitration Journal, Vol. 4

(投資協定仲裁)

川崎 勝暉
米国による対イラン制裁措置のうち，イランの中央銀行を対象とするものは管轄外としたが，その他は合理性を
欠くことなどを理由に条約違反と認定したＩＣＪ判決（ある種のイラン資産事件）

JCA70.9

アネマリー ドゥーネンブルグ、富松 由希子 二重国籍者による請求を実効的・優越的国籍原則に基づいて否定した例 JCA70.6

笹山 脩平
申立人の裁判拒否に係る主張につき，投資受入国の裁判所の判断等に一定の疑問があるとしつつも，国際法違反
には至らないとして請求を棄却した事例

JCA70.12

高橋 直樹
仲裁人が相当数の同一の条約に基づく仲裁で代理人を務めている事実を理由とする忌避申立てが認容された一事
例

JCA70.7

濵本 正太郎
カナダ・ＥＵ自由貿易協定の投資家対国家紛争処理条項がアイルランド憲法の定める司法権を侵害するとされた
事例

JCA70.5

前田 基寛 旧協定の有効期間中の被申立国の作為・不作為に起因する紛争を新協定の下で仲裁に付託できないとした事例 JCA70.3
前田 基寛 金融当局が第三者を通じて投資家に対し不利な結果を強要したことが公正衡平待遇義務違反であるとされた事例 JCA70.4
前田 基寛 投資財産取得後の投資家の違法行為が請求を受理不可能とする根拠となり得るという一般原則を認めた事例 JCA70.8

横山 誉、ディルムラド  サトヴァルディエフ
エネルギー憲章条約に基づくＥＵ域内投資仲裁において同条約第16条及び第26条がリスボン条約第267条
及び第３４４条に優位するとして管轄を認めた事例

JCA70.2

横山 誉、クリスチャン ガロリーニ
日本企業が当事者となったスペイン再生可能エネルギー事案：制度変更に伴うクローバック効果がＥＣＴ第10
条第1項の「安定性」を欠き公正衡平待遇義務に違反するとされた例

JCA70.11

ラース マーケルト 最恵国待遇条項を通じてより有利な仲裁の法廷の利用を認めた事例 JCA70.10

(判例評釈)
平成29.12.12最三小判 白石 忠志 法協140.5
令和2.9.3東京高判 渡辺 惺之 リマ66
令和2.9.7東京家判 中野 俊一郎 戸時840
令和2.11.13東京地判 長田 真里 戸時844
令和2.12.8大阪高判 小野木 尚 リマ67
令和2.12.8大阪高判 橘高 真佐美 民商159.3
令和2.12.8東京地判 楢崎 みどり ジュリ1586
令和2.12.24名古屋高判 井上 泰人 ジュリ1592
令和2.4.16最一小判 濵田 雄久 仲裁とADR18

令和2.7.7最三小判 堀内 有子
最高裁判所判例解説―民事
篇〈令和2年度〉

令和3.1.4東京家審 北澤 安紀 令和4年度重要判例解説
令和3.1.27東京家審 佐藤 文彦 令和4年度重要判例解説
令和3.1.21大阪地判 安達 栄司 法セ増刊速報判例解説32
令和3.1.4東京家審 黒田 愛 戸時837
令和3.1.4東京家判 多田 望 リマ67



令和3.3.29東京家判 小野木 尚 戸時834
令和3.3.29東京家判 高杉 直 リマ66
令和3.3.30横浜家判 横溝 大 YOL2303014
令和3.3.9東京地判 村上 正子 法セ増刊速報判例解説32
令和3.4.12東京地判 竹下 啓介 ジュリ1587
令和3.4.12東京地判 中西 康 令和4年度重要判例解説
令和3.4.21東京地判 北坂 尚洋 リマ67
令和3.4.21東京地判 村上 愛 ジュリ1588
令和3.5.25最三小判 鷹野 旭 曹時75.9
令和3.5.26大阪高判 バトホヤグ　ホンゴルゾル ジュリ1590
令和3.5.26大阪高判 林 貴美 YOL2310008
令和3.5.31東京家審 高杉 直 戸時836
令和3.5.31東京家審 中村 知里 リマ66
令和3.5.31東京家審 小池 未来 民商159.1
令和3.11.12東京地判 北坂 尚洋 令和4年度重要判例解説
令和4.1.21静岡家熱海出審 織田 有基子 戸時843
令和4.2.22東京地判 加藤 紫帆 YOL2302006
令和4.3.23東京地判 長田 真里 令和4年度重要判例解説
令和4.3.25東京地判 岩本 学 ジュリ1582
令和4.4.20東京地判 嶋 拓哉 ジュリ1584
令和4.4.22東京地判 種村 佑介 ジュリ1585
令和4.4.22東京地判 中村 知里 YOL2304003
令和4.5.9東京地判 横溝 大 YOL2306013
令和4.5.25東京地判 安達 栄司 法セ増刊速報判例解説33
令和4.5.31横浜家判 林貴 美 YOL2301008
令和4.6.21最三小判 早川 眞一郎 戸時847
令和4.6.21最三小判 村上 正子 令和4年度重要判例解説
令和4.7.20知財高判 申 美穂 令和4年度重要判例解説
令和4.7.20知財高判 種村 佑介 法セ増刊速報判例解説33
令和4.7.20知財高判 横溝 大 YOL2212005
令和4.7.22静岡家浜松審 林 貴美 YOL2305009
令和4.7.28知財高判 小池 眞一 AIPPI68.3
令和5.1.25東京高判 加藤 紫帆 YOL2311007
令和5.1.25東京高判 長谷川 俊明 際商51.8
令和5.1.26大阪地判 中村 知里 YOL2308003
令和5.2.3東京地判 嶋 拓哉 法セ増刊速報判例解説33
令和5.2.21東京高判 松本 和彦 法セ68.6
令和5.3.27東京地判 加藤 紫帆 YOL2307005
令和5.3.27東京地判 横溝 大 ジュリ1589
令和5.3.27東京地判 井川 志郎 労判1287
令和5.4.20大阪地判 生田 哲郎、川瀬 荿裕 発明120.10
令和5.5.26知財高判 宮脇 正晴 法セ68.11
令和5.5.26知財高判 横溝 大 YOL2309010
令和5.5.26知財高判 重冨 貴光 知財管理73


